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1

水道法第１９条第２項第１号の規定について、水道技術管理者は当該事項に
関する事務に従事し、及びこれらの事業に従事する他の職員を監督しなければ
ならないとされているが、貴水道事業は施設検査について、定期的に施設の検
査を行い、記録の整理はされていたが、水道技術管理者の監督状況が確認でき
なかったため、今後は確認を行うとともに、点検記録等に水道技術管理者の押
印欄を設け、その業務を監督していることを明確にすること。

2

水道法第１２条第１項の規定に基づき、水道の布設工事を自ら施行する場合
においては、その職員を指名し、その工事の施行に関する技術上の監督業務を
行わせなければならないが、布設工事監督者としての指名がなされていないた
め、指名すること。

水道法第１２条第２項の規定に基づき、水道の布設工事の施行に関する技術
上の監督業務を行わせる場合は、同法施行令第４条の規定に基づく資格を有す
る者でなければならないが、貴水道事業においては資格を有しない者が監督業
務を行っていたため、同法施行令第４条の規定に基づく資格を有する者に行わ
せること。

15

4

水道法第１０条第１項の規定により、水道事業者は、給水区域を拡張し、給
水人口若しくは給水量を増加させようとするときは、厚生労働大臣の認可を受
けなければならないが、貴水道事業においては、給水区域を拡張したにもかか
わらず、厚生労働大臣の認可を受けていなかったため、早急に認可を受けるこ
と。

水道法第１０条第１項の規定により、水道事業者は、取水地点を変更しよう
とするときは、厚生労働大臣の認可を受けなければならないが、貴水道事業に
おいては、取水地点を変更したにもかかわらず、厚生労働大臣の認可を受けて
いなかったため、早急に認可を受けること。

水道法第１０条第１項の規定により、水道事業者は、給水人口を増加させよ
うとするときは、厚生労働大臣の認可を受けなければならないが、貴水道事業
においては、前回認可時から目標年度までの最大給水人口を現在給水人口が上
まわっているにもかかわらず、厚生労働大臣の認可を受けていなかったため、
早急に認可の取得若しくは事業の変更の認可を要しない軽微な変更による届出
を提出すること。

8

水道法第７条第３項の規定により、水道事業経営の認可の申請書の記載事項
に変更を生じたときは、速やかに、その旨を厚生労働大臣に届け出なければな
らないが、貴水道事業は平成２２年度に代表者である市長が交代したにもかか
わらず、その届出を行っていなかったため、届け出ること。

項目

資格に関すること

（表３）平成２５年度立入検査 文書指摘事項（具体例）

認可等に関すること

各種届出

水道技術管理者

布設工事監督者

認可
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水道法第１４条第５項の規定により、供給規程に定められた事項のうち、料
金を変更したときは、厚生労働大臣に届け出なければならないが、貴水道事業
は、平成３年に水道料金を変更したにもかかわらず、届け出がなされていな
かったため、早急に届け出ること。

3

水道法第１３条第１項の規定により、配水施設以外の水道施設又は配水池を
新設し、増設し、又は改造した場合において、その施設を使用して給水を開始
しようとするときは、あらかじめ、厚生労働大臣にその旨を届け出て、かつ、
厚生労働省令の定めるところにより、水質検査及び施設検査を行わなければな
らないが、貴水道事業においては、当該工事を実施したにもかかわらず届出が
なされていなかったため、早急に給水開始前届を提出するとともに、今後同様
の布設工事を実施した場合には、確実に給水開始前検査を実施すること。

水道施設管理に関すること 1

衛生管理に関すること 3

1

水道法第２１条第１項の規定による定期の健康診断は、同法施行規則第１６
条第１項の規定により、おおむね六箇月ごとに行わなければならないが、貴水
道事業においては、行われていなかったため、おおむね六箇月ごとに定期の健
康診断を行うこと。

2

水道法第２２条の規定に基づき、取水場、貯水池、導水きよ、浄水場、配水
池及びポンプせいは、常に清潔にし、水の汚染の防止を充分にするとともに、
当該施設にはかぎを掛け、さくを設ける等みだりに人畜が施設に立ち入って水
が汚染されるのを防止するのに必要な措置を講じなければならないが、貴水道
事業はさくを設置していなかったため、設置すること。

水道法施行規則第１７条第３号の規定に基づき、給水栓における水が、遊離
残留塩素を0.1mg/L以上保持するように塩素消毒を行わなければならないが、貴
水道事業においては、一部消毒が不十分な事例が見受けられたため、施行規則
に基づく塩素消毒を実施すること。

水質検査に関すること 16

項目

健康診断

水道施設の技術的基準を定める省令第５条第５号の規定に基づき、消毒剤の注入設
備には、予備設備が設けられていなければならないが、貴水道事業は予備設備を設置
していなかったため、設置すること。

水道法第２０条第１項の規定に基づく定期の水質検査に供する水の採取の場所は、
同法施行規則第１５条第１項第２号の規定により、水道施設の構造等を考慮して、当
該水道により供給される水が水質基準に適合するかどうかを判断することができる場
所を選定しなければならないが、貴水道事業においては、一部の配水系統で水質基準
に適合するかどうかを判断することができる場所を選定していなかったため、同施行
規則の規定に基づく採取場所を選定すること。

衛生上の措置

給水開始前検査
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4

0

4

水道施設の技術的基準を定める省令第５条第１項第８号の規定に基づき、原
水に耐塩素姓病原生物が混入するおそれがある場合にあっては、これらを除去
することができる濾過等の設備を設置しなければならないが、貴水道事業は、
クリプトスポリジウム汚染の恐れの程度がレベル３の施設において必要な設備
が設置されていなかったため、設置すること。なお、施設整備に時間を要する
場合には、取水停止等の応急対応が遅滞なく実施されるようクリプトスポリジ
ウム対策マニュアルを充実化するなど適切な措置を講じること。

水道施設の技術的基準を定める省令第５条第１項第８号の規定に基づき、浄
水施設には、原水に耐塩素性病原生物が混入するおそれがある場合にあって
は、これらを除去することができるろ過等の設備が設けられていなければなら
ないが、貴水道事業においては、原水に耐塩素性病原生物が混入するおそれが
あるにもかかわらず、当該設備が設けられていなかったため、ろ過等の設備を
設けること。

住民対応に関すること 37

水道法施行規則第１７条の２第１項の規定により、水質検査計画を毎事業年度の開
始前に水道の需要者に対し情報提供しなければならないが、貴水道事業においては、
事業年度の開始後の４月に情報提供をしていたため、事業年度の開始前に情報提供す
ること。

水質管理に関すること

汚染源の把握

水道法施行規則第１７条の２の規定により、水道の需要者が水道事業に関する情報
を容易に入手することができるような方法で情報提供を行うこととされているが、提
供方法が不十分であるため、適切な方法で情報提供を行うこと。

クリプトスポリジウム対策等

項目

水道法施行規則第１５条第６項の規定に基づき策定された水質検査計画について
は、同条第7項の規定により、臨時の水質検査に関する事項及び水質検査を委託する
場合における当該委託の内容を記載しなければならないが、貴水道事業の水質検査計
画には記載されていなかったため、記載すること。

水道法施行規則第１５条第６項の規定に基づき策定された水質検査計画について
は、同条第７項の規定により、検査を省略する理由及び水質検査を委託する場合にお
ける当該委託の内容を記載しなければならないが、貴水道事業の水質検査計画には記
載されていなかったため、記載すること。

水道法施行規則第１５条第６項の規定に基づき策定された水質検査計画について
は、同条第７項の規定により、検査を省略する理由及び関係者との連携に関する事項
を記載しなければならないが、貴水道事業の水質検査計画には記載されていなかった
ため、記載すること。

水道法第２０条第１項の規定により行う定期の水質検査は、同法施行規則第１５条
第１項第３号の規定に基づく検査の回数を行わなければならないが、貴水道事業にお
いては、一部の項目が施行規則で定める検査の回数となっていなかったため、同施行
規則に基づいた検査の回数とすること。
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資源・環境に関すること 0

その他 0

水道法施行規則第１７条の２第５号の規定に基づき、給水装置及び貯水槽水道の管
理等に関する事項を、同条第６号の規定に基づき、水道施設の耐震性能、耐震性の向
上に関する取組等の状況に関する事項を、同条第８号の規定に基づき、災害、水質事
故等の非常時における水道の危機管理に関する事項を、水道用水の供給を受ける水道
の需要者に対して情報提供しなければならないが、貴水道事業は情報提供をしていな
いものや当該情報を容易に入手することができるような方法で行われていなかったた
め、水道の需要者に対して情報提供すること。

水道法施行規則第１５条第６項の規定により、毎事業年度の開始前に定期及び臨時
の水質検査計画を策定するとともに、同規則第１７条の２第１項の規定により、水質
検査計画を毎事業年度の開始前に水道の需要者に対し情報提供しなければならない
が、貴水道事業においては、事業年度の開始前に水質検査計画が策定されていなかっ
たため、毎事業年度の開始前に水質検査計画を策定するとともに、水道の需要者に対
して情報提供すること。

水道法施行規則第１７条の２第３号の規定に基づき、水道施設の整備その他水道事
業に要する費用に関する事項を、同条第４号の規定に基づき、水道料金その他需要者
の負担に関する事項を、同条第６号の規定に基づき、水道施設の耐震性能、耐震性の
向上に関する取組等の状況に関する事項を、同条第８号の規定に基づき、災害、水質
事故等の非常時における水道の危機管理に関する事項を、水道用水の供給を受ける水
道の需要者に対して情報提供しなければならないが、貴水道事業は情報提供をしてい
なかったため、水道の需要者に対して情報提供すること。

項目


